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はじめに
近年格差社会の問題が深刻化しつつある。事実，２０１１年の秋には社会
的不平等の拡大と深化をめぐり世界的な規模で抗議の大衆運動が起こっ
ている。日本では２０１１年に１９５０年の記録を超えて生活保護受給者が過去
最多となった。格差社会は何故生じるのだろうか。石油危機以後の新自
由主義の経済風潮の下で格差社会が進行してきた。とすれば，この問題
は石油危機を経た資本主義の新たな蓄積体制を跡づけることを通じてし
かその根源性を明らかにできないといわねばならない。そして，その根
源性に肉迫することにより初めて格差解消の政策的方向性がみえると
いってよい。格差社会は突然変異の産物ではなく，経済内部から分泌さ
れたとの視点が要請される。この視点は必ずしも自明なものではなかっ
た。本稿が問題提起するように，格差社会が資本主義の抱え込んだ構造
的問題だとしたら，格差解消は公平性（equity）に向けた国家の政策課
題となるはずである。市民運動の展開もまた，格差解消を国家にとって
喫緊の課題とさせる圧力となりうる。このような新たな異議申し立ての
運動は新自由主義の経済風潮を後退させ，市民社会の実質化や民主主義
の内実化に資することになろう１）。本稿は以上のような問題視角から新
自由主義時代のテクノロジーと格差社会の到来の関連を論じ，その是正
論 説
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に向けて当のテクノロジーがどのような可能性を個々人に開示するもの
になるかについて立ち入った検討を加える。
本稿は１と２の部分から構成される。まず１に関連することから説明
していこう。
１９７０年代の二度にわたる石油危機は第二次大戦後の資本主義にとって
最もクリティカルな不況をもたらした。スタグフレーションの罠がその
代償であった。不況とインフレが並存し，両者を同時に解決できない経
済政策の選択性の幅の狭さはケインズ主義的な需要管理政策の顕著な地
位低下をもたらした。需要重視の経済学から供給重視の経済学への先祖
返りが生まれ，新自由主義の思想が経済政策の基調となった。人為的な
有効需要の注入による企業の支援はリストラクチュアリングという企業
自助努力にとって代わられた。供給サイドへの冷水効果が競争を促し，
その競争についていこうとしない企業の市場からの撤退は自然の成り行
きと位置づけられることになった。規制緩和（deregulation），自由化，
民営化（privatization）と小さな政府が強調されるに至ったのである２）。
その場合のキー・ワードは省エネ，省力化のプロセス・イノベーショ
ンであった。企業には生産コストの高騰を弾力的に吸収するような生産
体制の構築が要請されたのである。それが実現できない場合にはインフ
レ高進の下での企業収益の悪化を代償として支払うことになる。そこで，
１）ここで市民社会の実質化と民主主義の内実化という場合には，単に利益誘導
のマヌーバー的利害の追求というのではなく，生活が成り立つ仕組みそのも
のを再建する動きを主体的に形成していくことやそうした主体を軸に体制原
理としての民主主義から個々人が自発的に秩序構築に関与してくることを指
すものと理解する。新自由主義はこのような地点からはるか遠くに立つ。そ
の意味では上述の二つの表現は民主主義の構成原理の徹底化とでもいうべき
性格を持っている。
２）これが政策パッケージとしての新自由主義の「D-L-P公式」と呼ばれる三点原
理セットである。山岡龍一「冷戦の終わりと新自由主義」坂井素思・岩永雅
也『格差社会と新自由主義』放送大学教育振興会，２０１１年，２７頁。
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そうしたプロセス・イノベーションを推し進めるテコとなったのが新た
な技術革新であるマイクロエレクトロニクス技術革新であった。マイク
ロコンピュータの自動制御化に伴う省エネ，省力効果の活用が生産の現
場での不可避の課題となった。それは１９５０年代中葉以降における高成長
期のプロセス・イノベーションである生産過程の連続化，高速化，自動
化を突き抜けるまったく新しい革新的な技術であった。資本主義はこれ
により生産の現場から極力，生産的労働者を排除する仕組みを作り上げ
たのである。
そうなると，雇用の新たな受け皿がなければ失業は増大するであろう。
サービス経済化の進展はその点で不可欠である。サービスという非物的
財がモノと並んで本格的に商品化することなくして経済は成り立たない。
そのなかでも情報という非物的財が中核を占めるのが現代資本主義の要
となる。それはマイクロエレクトロニクス技術革新が単なるプロセス・
イノベーションにとどまらずに情報機能を駆使した情報集約的な財から
成る新たな商品世界を切り開くプロダクト・イノベーションを飛躍的に
推し進める点と連動してくる。この面ではマイクロエレクトロニクス技
術革新は需要創出の技術革新なのである。それは需要を絶えず喚起し，
掘り起こす画期的な推進力となりうる。高成長期が「作れば売れる」時
代であったとすれば，石油危機後は「売れるモノを作る」時代に入った
といってよい。「売れるモノづくり」を可能にする技術体系がマイクロ
エレクトロニクス技術革新なのである。ここでは同種商品の微妙な差異
を追求する製品差異化（product differentiation）が繰り広げられる。
製品差異化を集約するのが多品種少量生産という名の新たな量産体制
である。この体制は典型的には最高機能製品から低価格量産品までを品
揃えするラインアップの生産であり，市場のニーズに機動的に対応する
生産体制である。また，最高機能製品の具備する最先端の機能を順次下
位の商品に降ろしていく技術伝播が推し進められる。この技術伝播を通
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じて製品機能の向上と製品変化が市場ニーズをつかむために不断におこ
なわれる。市場ニーズは一方通行ではなく，双方向である。市場のニー
ズに対応するためだけでなく，市場のニーズの創出（欲求の生産）も積
極的に仕掛けられる。したがって，市場のニーズは静態的（受動的）で
はなく，動態的（能動的）なのである。その意味で二重の「売れるモノ
づくり」が目指される。また，欲求生産を幾重にもわたって間接的に促
すための装置としてのサービス産業の配置が不可避となる。多品種少量
生産体制，そしてそれを需要の面から高度化した変種変量生産体制と
サービス産業の多層的編成は表裏一体の関係にあるといってよい。サー
ビス経済化はこのようにして資本主義の新たな変容により分泌されるわ
けである。ここに雇用面でのバッファがかたちづくられる。その経済的
連携は合理的でさえあるとみなされよう。
こうした生産と流通の交差はすべて需要制約の打開に収斂する。サー
ビス産業自体の情報産業化もこの点に根差している。高度成長が終焉し
て新たな成長戦略の見取り図を描こうとすれば，GDPの最大の需要項
目となっている個人消費を成長動因とする以外にはない。となれば，需
要掘り起こしが死活問題となり，それに向けて持続的な高付加価値化が
進むかどうかが鍵となる。資本主義が石油危機により陥った世界恐慌以
来最も重篤といって差し支えない不況から脱出するための延命の道筋が
これであった。以上に示された石油危機後の資本主義の新たな変貌が本
稿の要諦であり，１で展開される具体的な中身である。そして，その変
貌に個々人が労働力商品としてどのように編入されていくのかが明らか
にされねばならない。モノ，サービスの差異化が進めばひとつの商品で
ある労働力もまた差異化の渦に巻き込まれずにはいない。労働力の差異
化が避けられないとすれば，身分的固定とでもいうべき階層性が社会に
生まれ，格差社会は必然化する。
かつての高成長期において実現された階級意識を中流意識にずらすよ
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うなアメリカ的な大衆富裕化社会の形成の時代にはすべての階層の所得
格差が経済の拡張とともに縮小し，相対的な社会的平等が実現した３）。
少品種大量生産体制の裏返しの表現である画一化の時代には総中流化が
対応したのである。石油危機はそうした総中流化からの大いなる逸脱を
生み出すことになった。画一化と差異化の大衆社会にもたらすインパク
トの根本的な違いに着目することが肝要である。先にも指摘したように，
この点への吟味は従来稀薄であったように思われる。どちらかというと，
格差社会の真因を探る作業が軽視されて格差社会が現象的に一人歩きす
るような感があったことは否定できない。この点は自省する必要があろ
う。
このような１での議論を受けて２で言及されるのは，格差社会に対し
ての批判の視座を確定する点であり，その延長線上にいかなる異議申し
立ての動きが切り開かれねばならないかが論じられる。それは１で取り
上げた資本主義の変貌に経済政策的思想の裏づけを与えてきた新自由主
義の流れに根本的な是正を迫ることになろう。新自由主義がバラ色の未
来を個々人に保証するものでないことはこれまでにも明らかであったが，
ここ近年に至ってそのことはますますはっきりしてきた。社会主義とい
う選択肢が歴史的に破産した現状にあっては既存の政治体制の枠組みの
改革的組み替えを前提にして所得分配をめぐり公平性の観点から個々人
へ還元させるシステムづくりが問われている。民主主義の洗練という課
題が改めて試されているといってよい。１での議論と矛盾するようだが，
３）階級意識を中流意識にずらすアメリカ型の富裕化社会とその国際的普及を正
確に把握しないと，資本主義の実像を見誤ることになる。資本主義が階級社
会を巧みにすり抜ける仕組みを整えたことに注意しなければ，分析は足をす
くわれてしまうことになろう。二宮はこの点を理解できずに，階級格差と
いった還元主義的用語を持ち出すことになっている。二宮厚美『格差社会の
克服――さらば新自由主義――』山吹書店，２００７年，２３―３０頁。ちなみに，二
宮のこの著書が格差社会の克服を表題に掲げていてもそれに向けて何事も語
りえないのはこうした教条主義的な表層論に起因する。
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そうした新たなチャレンジを可能にするような仕組みを新たなテクノロ
ジーが提供しうるというのが本稿の基本的な問題認識である。情報通信
技術の驚異的な進捗により個々人を相互に結び合わせる開かれたネット
ワーク化がその道筋を用意するであろう。それは批判的自由の公共空間
の拡がりと深まりをもたらし，市民社会のあるべき豊かな可能性を胚胎
させる。２において強調したいのはこの論点である。
「おわりに」においては１と２での議論を踏まえて石油危機後およそ４０
年にわたる資本主義の経験がグローバル化と情報化の歩みのなかで個々
人にどのような試練を投げかけるのかについて総括することにしよう。
個々人が資本主義から決して超越した存在でいることはできない以上，
その変容過程の渦中に置かれることは間違いないが，そこからの能動的
な自己表現の機会もまたその過程に見出し得よう。資本主義の変容はた
だ単に閉じられた閉塞空間というわけではなく，開かれた空間でもある。
かつての１９２０年代から１９３０年代のように能動的な自己放棄が再現する事
態はあってはならないし，そうした事態の招来を自己表現により防いで
いかねばならない。そこに真の意味における民主主義の草の根的な展開
と同時に個々人の積極的な関与の余地が拡がる。国家に対して質の高い
異議申し立てを発信する課題を個々人が引き受ける時代認識を共有すべ
きだというのが本稿の最終結論である。詳しくは当該箇所に譲る。
１ 多品種少量生産体制と労働力の差異化
１．１ 石油危機後の「売れるモノづくり」
石油危機は先進資本主義国側の石油価格決定権の喪失を象徴する出来
事であった。１９７３年秋から１９７４年初めにかけて石油価格はそれ以前の４
倍増に跳ね上がった。安価な石油の時代の終焉である。先進資本主義国
はエネルギーコストの支配権をOPEC（石油輸出国機構）に奪われたの
である。アメリカ型重化学工業化は石油をエネルギー源とし，また工業
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化全体にとっての基幹資源とする性質をもっていたので，第二次大戦後
対米キャッチ・アップの目標の下にアメリカ的な産業構造とアメリカ的
な生活様式を導入することで高成長を実現していたEU経済や日本経済
は蓄積体制の根本的な転換に直面することになった。むろん，これはア
メリカ経済とて例外ではない。そして，石油価格高騰の前には高成長の
持続による完全雇用状態があり，それを受けて賃金上昇が生じていた。
EU経済ではこれがとりわけて賃金爆発（wage explosion）現象といわ
れる重大な問題となっていた。石油価格の高騰はこの問題と重なり生産
コストの急騰を招き，企業収益を鋭利に悪化させたのである。生産コス
トの急騰の最終的な仕上げをおこなったのが石油価格の高騰であったと
みなしてよい。資本主義世界は設備投資の急減を中心に世界的同時不況
に見舞われた。俗に１９７４／７５年不況といわれる大型不況である。資本主
義は石油多消費型蓄積の歴史的限界に逢着し，戦後最大の危機的状況を
迎える。かつての世界恐慌のような激甚さはないものの，その鋭利さは
半端なものではなく，資本主義は半恐慌状態を呈して激しいインフレー
ショナル・クライシスのスタグフレーションに陥る。
この原因は企業収益の急激な悪化にあるが，利益相殺に向けて価格へ
のコスト転嫁が生じる経路を通じて不況とインフレが並存することに
なった点にあった４）。民間設備投資が劇的に収縮するのがこの不況の特
徴である。石油価格高騰は安価な石油を前提とした資本蓄積に根本的な
制約をもたらし，その際それまでの経済成長の４番バッターであった民
４）この点をもう少し立ち入って説明すると以下のようになる。生産コストの急
騰による企業収益の悪化をカバーするひとつの有効な方途は物価へのコスト
転嫁にあるが，１００％転嫁すれば極端に行き過ぎたインフレとなる。それは事
実上できない。その結果，部分的に収益悪化を相殺する物価上昇にとどまる。
それでも二桁上昇の悪性インフレであるが，収益の悪化を部分的にしかカ
バーできないという意味では不況圧力は収まらない。それで不況とインフレ
が並存するスタグフレーションが発生することになる。恐慌は回避されるが，
鋭利な不況が物価上昇を伴って顕在化するというわけである。
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間設備投資の際立つ落ち込みをもたらした。造船・鉄鋼といった石油多
消費型の産業が中軸に座る構造から機械産業といった石油節約的な産業
が軸となる産業再編への強制として設備投資が低下したのである。供給
サイドの構造的困難が露呈されたといってよいが，相対的にこの困難を
免れていたのが個人消費であった。それゆえ，資本主義の成長戦略は個
人消費を本格的に成長動因とするような消費戦略への転換を図る点に力
点を置くものとならざるをえなかった５）。
１９５０年代中葉から１９６０年代にかけては各種の耐久消費財が家庭に普及
していく時代であった。時を経るにしたがって普及する消費財が高度化
していった。この時代は賃金の生産性インデクセーション化を背景にし
た大衆富裕化への途上であった関係から「作れば売れる」といった具合
で消費需要が黙っていても旺盛に発動するような状況にあった。高成長
末期にはこの条件が失われる。家庭に１台は必要な耐久消費財がひと通
り浸透したからである。とすれば，石油危機後の消費戦略とはこうした
家庭への普及度を前提にして需要を掘り起こすものでなくてはならない。
また，新規に消費者の好奇心を刺激して市場ニーズを先行的に創出して
いくものでもなければならない。先に言及した「売れるモノづくり」が
基本的な生産戦略となる。少品種大量生産体制ではもはや消費者のニー
ズを的確につかみ，それに機動的に応えていくものとはならない。大衆
富裕化社会が成立した段階では消費者の嗜好は多様化し，移ろいやすく
５）この蓄積方向はすでに１９２０年代のアメリカ経済においてみられていた。自動
車や各種家電製品から成る高額耐久消費財が経済の基軸として新たな牽引産
業になり，贅沢品を必需品に変えるような消費社会が生まれたことからこの
方向が必然となった。秋元英一はこうした資本主義の変貌を「消費者資本主
義」と形容している。個人消費が需要項目として民間投資に取って代わる転
換点を示唆していたといってよい。秋元英一『アメリカ経済の歴史１４９２―１９９３』
東京大学出版会，１９９５年，１４６―１５０頁。もっとも，秋元は消費者資本主義への
転換を１９世紀末からの長期的なスパンで捉えており，この点で筆者には疑問
とするところがある。
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なっている。そのためには少品種大量生産体制から決別して多品種少量
生産体制へとシフトしていかなければならない。規模の経済（econo-
mies of scale）と並んで範囲の経済（economies of scope）が問われ，
多様化の利益が目指されることになる。
その意味で留意されるのはこの多品種少量生産体制が既知の商品世界
で展開されるのではまったく不十分だという点である。それは消費者が
思ってもみなかった意外な新商品世界のなかで展開するものでなくては
ならない。しかも，この展開は高成長末期に成長制約要因となってきた
労働力不足やエネルギー浪費を克服する省力化，省エネの下で果たされ
なければならない。高成長期のテクノロジーではもはや時代不適合なの
である。そこで登場するのがエレクトロニクス技術であった。それが能
動電子部品である半導体の技術進歩と重なって画期的な技術革新である
マイクロエレクトロニクス技術革新に結実する。さしあたっては生産の
現場でのマイクロコンピュータの自動制御化として花開く。その制御化
を先駆的に推し進めたのが機械産業を中心にした日本企業であったこと
は周知の事実であろう６）。
マイクロエレクトロニクス技術革新により省エネ，省力化は急速に進
展するが，この技術革新の最大の特徴は分野を選ばないという点にある。
プロセス・イノベーションを推し進めるだけでなく，これまでとは比較
にならない範囲でプロダクト・イノベーションをも実現する。しかも流
通分野にまでおよぶ。流通産業の情報産業化はここに始まるといってよ
い。エレクトロニクス技術の真骨頂は電子作用を情報として活用するこ
とにあるから情報機能を駆使して既存製品の新高機能化や新商品の製品
６）この点，拙著『現代ドイツ経済の歴史』東京大学出版会，２００７年，１８９頁を参
照のこと。日本の機械産業は国際的な競争力を顕著につけることによって厳
しいスタグフレーションを速やかに克服することができたのである。それは
また，産業構造をエネルギー節約的な性質に変える最も有効な構造変化で
あった。
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変化を次々に生み出す。情報集約的な消費財や資本財を創出することで
多品種少量生産体制の基礎となるマシニングセンタ （ー多機能工作機械）
や産業用ロボットが生産されるほか，想定外の商品世界が切り開かれる。
消費者の購買意欲を刺激するニーズの創出をおこない，またそれに応え
る製品づくりを品揃えというかたちを通じておこなっていく。
これが最高機能製品から低価格量産品のラインアップとなって具体化
することはすでに指摘したとおりである。ここで最高機能製品というの
は情報技術水準の粋を結集した機能化の最先端を行く製品のことでサー
ビス財化を極限まで追求した高価格製品である。それは市場セグメント
が限られており，需要規模はさほど望めないが，製品の技術開発には欠
かせぬ存在である。もっとも，想定外のこととして社会的利用度が高く
なる可能性を秘めてはいる。いずれにしろ，最高機能製品のそうした
サービス機能の充実をコスト面での追求を兼ねて下位の商品に降ろして
いく製品変化は需要開拓上不可欠である。したがって，低価格量産品だ
からといって「安かろう，悪かろう」ではない。「高かろう，良かろう」
ではあっても本来的にセグメントの限定された購買層に割高な製品を供
給しているだけでは済まない。不断の技術開発の結果として先端的な情
報機能を標準機能にするような動きを連続化することで製品変化を生み
出し，その変化を介して製品差異化をフレクシブルに実現していく必要
がある。
製品差異化は大衆富裕化社会が成立した後で要求水準は高いが，欲求
が多様化し，その多様化自体が極めて移ろいやすくなった時代に適合す
るための仕組みにほかならない。同種商品の微妙な差異を外形的にもコ
ンテンツにしても強調しながら個々人の欲求水準を高めつつ変動する欲
求に接合するサービス機能を搭載する製品づくりを推し進めることが不
可欠になった時代の産物である。そこでは必需品が市場経路へと誘導さ
れるだけではない。それだけでは高成長期と同じであり，製品差異化を
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生かしたことにはならない。必ずしも必需品ではないが絶対に欲しいと
思わせる必欲品であることを意識させる要請が働こう７）。必欲品という
意識を先行的に定着させるための装置として製品差異化は推進される。
多品種少量生産体制とはこのように必需品と必欲品がダイナミックに交
錯する――製品の必需機能と過剰機能の境界ギリギリを綱渡りするよう
なといっても言い過ぎではない――意識生産をも担うのであり，まさし
く売れるモノづくりに向けた新たな生産装置なのである。
とすれば，その生産装置の外延にそれを支えるサービス産業の分泌が
不可避とならずにはいない。サービス産業は多品種少量生産体制に随伴
する必需品と必欲品のダイナミックな交錯に対処するために多層的に編
成される。サービスといった非物的商品自体もこの多層的編成のなかで
差異化される。そうでなければ多層的編成の意味がない。部分的に重な
り合いながら個々人の欲望喚起につなげうることがサービス産業の課題
となる。サービス産業はもともと「痒いところに手が届く」という基本
論理で雨後のたけのこの如く発生してくるわけであるが，そこでは従来
市場経済化していなかった社会の周縁領域を市場経済化するかたちで
サービスの商品化がおこなわれる８）。したがって，サービス産業はその
出生からいって多種多様で産業範疇が無定形な内容を孕むからサービス
の差異化は自然の流れであり，正面に打ち立てるか背後にもつかの相違
があるとはいえマイクロエレクトロニクス技術を駆使する点では情報産
７）今日必欲品は情報検索すれば膨大なヒット件数が出てくる一般的な用語と
なっている。必需品とは一線を画す商品の代名詞として定着しているのであ
る。製品の幅をこのように拡げて「売れるモノ」を創出する点にまで消費者
資本主義が到達したことを端的に物語る用語といってよい。ちなみに，筆者
が必欲品という言葉に初めて接したのは，上野千鶴子「世界システムと市場」
河合隼雄・上野千鶴子共同編集『欲望と消費』（現代日本文化論８）岩波書店，
１９９７年，７頁においてである。１９９０年代後半であるから，石油危機を経て消
費戦略が本格的な蓄積戦略になり，消費の外延化がワンランクアップ化の掛
け声のなかでバブル期に著しく進捗したことを受けての時期と考えられる。
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業としての性質を帯びる。そうした先端的な性質を帯びつつ，サービス
の差異化が結果として層次的に進捗し，モノの多品種化を脇から支える
のである。
サービス産業の興隆は製造業の衰退を意味するものでは決してない。
それはマルクス経済学でいうところの実現問題を速やかに解決する装置
体系として流通過程を一手に担うのであり，その点では製造業を支える
成長産業という性格を持つ。脱工業化（deindustrialization）は製造業
の空洞化とはおよそ無縁である。少品種大量生産体制から多品種少量生
産体制へのシフトがサービス産業の本格的な興隆を促す関係にあるとみ
なしてよい。モノの差異化とともにサービスの差異化も進展し，ともに
資本主義の差異化戦略を共有するかたちで消費戦略が展開されるという
構図が出来上がる。そこでは顧客は匿名性ではなく，固有名詞として捉
えられる。固有名詞を有する市場として捕捉するだけのテクノロジー水
準は出来ている。高成長の時期には「作れば売れる」という局面であっ
たから市場は茫漠とした「匿名性」で十分であったが，「売れるモノづ
くり」の局面では市場を固有名詞として把握することは不可欠である。
顧客に対するきめ細かな対応やサービス面からの支援は固有名詞として
捉えることによって初めて可能となる。ここでも差異化はキー・ワード
なのである。マニュアルを超えるサービスが求められるわけである。
売れ筋商品，死に筋商品の年齢別，時間帯などの瞬時の篩い分けやそ
れに対するサービス面からの個別的な即時的対応は差異化を前提にして
８）サービスの商品化で忘れられてならないのは，サービスの網の目が縦横無尽
に資本主義社会に走るようになるにつれて個々人が金のかさむシステムに組
み入れられるという点である。サービスにより利便性や快適性を享受するが，
それは必ず支払いを伴うということである。商品経済のロジックからいえば，
これは当然であるが，個々人の可処分所得がその網の目の形成にマッチして
くるかどうかの新たな問題が発生してくることになる。だからといって賃金
を上げるというわけにはいかない。人件費がかさむというのは企業にとって
死活問題だからである。資本主義に新たな難問が降りかかるといってよい。
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成り立つ９）。もはや高成長の時代のように画一化は通用しない。ヒット
商品は生まれるものではなく，生み出すものである。それは差異化の結
実にほかならない。そのためにはネットワーク化が要請される。設計，
生産，流通までをすべて網羅して欲求生産の組織網のなかに個々人を組
み入れることが成長戦略の要となる。生産のデジタル化では事柄が半分
となり，それとネットワーク化が接合して多品種少量生産体制が文字ど
おり生かされることになる。まさに非定型な情報そのものが蓄積要素に
なる。サービス商品のなかで中核的な位置を占めるようになるのが情報
にほかならない。サービス経済化の進捗のなかで情報資本主義への転換
は確実に進む。ネットワーク化はその一大帰結とみなしてよい。
多品種少量生産体制という名の量産体制は情報資本主義への転換とと
もに市場のニーズにリアルタイムで対応するとともに市場のニーズを創
り出すシステムとなる。需要の制約を常に打開する方途はこれ以外には
ない。資本主義では需要成長性の高い商品が次々と生まれるに違いない
というのはひとつの願望を表明しているにすぎない。そうではなく，需
要成長性の高い商品が創り出されなければ資本主義自体がもたない地点
に行き着いたというのが真相である。したがって，多品種少量生産体制
はそれ自体資本主義にとって明るい未来を保証するものではない。むし
ろ，その方向に消費戦略をずらすことによりかろうじて資本主義の延命
が図られたといって言い過ぎではないであろう。むろん，社会主義とい
う選択肢が２０世紀の大いなる幻滅となった後では資本主義の強靭な生命
力がなおさら際立つことは確かである１０）が，資本主義の変貌にはそれだ
けのつけが付いて回ることだけは最小限確認しておくべきであろう。マ
９）これが販売時点情報管理（Point of Sales, POS）として展開されていることは
いうまでもない。流通過程の迅速化が生産にフィードバックして変種変量生
産体制といった多品種少量生産体制の高度化ないし進化が図られたのである。
これにより一段の高付加価値化が追求されることになる。
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イクロエレクトロニクス技術革新が新たな商品世界を切り開き，個々人
に思ってもみなかった豊かな生活空間をもたらしたことは疑いないが，
そこには楽観が許されない難点が横たわる。モノ，サービスの差異化が
進めば労働力商品の差異化も不可避的に生まれるという問題がそれであ
る。すなわち，個々人に対する差異化の波が避けられない現実にほかな
らない。
１．２ 製品の差異化から人間の差異化へ
多品種少量生産体制下における製品革新の動きのなかで個々人は洗練
された新たな情報集約的なサービス財やサービス商品を選択できるよう
な一段と高次の高度消費社会に暮らすことができるようになる。個々人
は主体的に多くの商品のなかから自分の嗜好に合ったモノ，サービスを
日常的にふんだんに享受できるわけである。過剰富裕化と形容される所
以である１１）。こうして，個々人は日々差異化された商品を「主体的に」
選択している１２）が，このような社会では実は自分自身が差異化の渦中に
置かれ，厳しい選別に晒されることになるのである。これが大いなるパ
ラドックスでなくて何なのであろうか。差異化された商品を選り好みし
ている当の本人が差異化の波に呑まれ，選り好みされることになるから
である。人間の差異化とは人間の多様化であり，多様な視点を持つ人間
１０）東欧社会主義体制に端的にみられるように，日常的な生活財はもとより耐久
消費財においても十分な供給体制が欠けていた。個々人にとって「怒るより
慣れろ」が生活鉄則になっていたぐらいである。石油危機以後この問題状況
は加速した。資本主義体制ではこれに反して高付加価値化の追求のなかで洗
練されたサービス財が溢れて豊かな生活が営まれていたことは間違いない。
社会主義の体制維持能力は漸次的に失われていった。ペレストロイカに始ま
る民主化の動きのなかで自己摘発のリスクが大幅に軽減するにつれて民衆の
堆積した不満が噴出することになる。１９８９年１１月におけるベルリンの壁の崩
壊はその象徴的な出来事であった。社会主義体制は自壊するべくして自壊し
たのである。体制比較の視点に立てば，なおさら資本主義の生命の強靭さを
認識せずにはいられない。本稿はその裏面に孕まれる問題性に着目している。
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の存在を意味している――そのこと自体には団体形成の面において個々
人の多様な価値観を突き合わせる余地を拡げる点でプラスの面があ
る――が，この場合製品の差異化と異なり微細なという枠にとどまらず
に人間の差別化に行き着くはずである。あるいはまた，労働の差別化と
いってもよい。
この点で高成長期にはまったく違っていた。そこでは製品の画一化や
規格化に対応する総中流化が進行していた。むろん完全に総中流化し，
社会的不平等がなくなったというわけではない。しかし，大部分の人々
を覆っていた相対的低所得の問題は解消に向かい，所得格差は確実に縮
まっていた。経済成長の大きな伸びが自ずと円滑に広範な大衆の富裕化
社会をもたらしたのである。そこには一般的に頷ける公平感が漂ってい
た。規格化した商品を低価格で大量に供給するという発想が個々人のレ
ベルでみると規格化された賃金水準に収斂する方向性につながり，生産
性インデクセーション化に伴って個々人全体の所得の底上げに帰着した
のである。たとえば，西ドイツでは「経済の奇跡」の体現者である経済
相エアハルト（Ludwig Erhard）により「すべての人々に豊かさを！」
１１）この視角から資本主義論を展開したのが馬場宏二である。馬場宏二『新資本
主義論――視角転換の経済学――』名古屋大学出版会，１９９７年を参照。必需
品から必欲品への消費転換は過剰富裕化の現れであろう。アメリカが１９２０年
代に先駆的に実現したのが大衆富裕化社会であったとすれば，この社会が国
際的に普及するのが高成長期であった。石油危機後の新たな製品革新の時代
にはもはや大衆富裕化の水準にとどまりえずに過剰富裕化の段階に突入する
のである。だが，この段階が格差社会といわれる階層分化社会でもある意味
で過剰富裕化が際どい綱渡りを強制されるということを展開するのが本稿の
ねらいである。
１２）この点で留意されるのは，必需品から必欲品へと消費の外延化が促進される
なかで個々人が自らの認識としては主体的選択をしたという体裁をとりつつ，
情報氾濫において選択的消費を強制されざるをえない事実をかわす仕組みづ
くりが不可避になることである。擬制としての主体が擬制を意識しないかた
ちでの消費を不可欠とするのである。その意味においては主体的とはいえな
い性質が孕まれている。そこで括弧つきの表現としたわけである。
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（Wohlstand fu¨r alle！）が唱えられていたし１３），日本経済においても
一億総中流化が喧伝されていた。つまり，高成長は総じてフラットな社
会を実現するものとなっていたわけである。これは社会主義運動がなお
大きな影響力を保持している状況の下では生産的労働者が中流意識をも
つことになった結果，労働組合の組織率低下につながるという意味で労
働組合の地盤沈下をもたらすという重大な副次効果をあげた。本来は把
持されると想定されていた階級意識が著しく稀薄になったからにほかな
らない。
多品種少量生産体制においては総中流化が反転し，空洞化する。そし
て一種の階層社会が生まれてくる。なぜか。労働力商品の差異化が進み，
人間の差別化が急激に促されるからである。考えてみれば，これは当然
である。モノ，サービスといった商品が差異化されながら労働力という
商品だけはその埒外に置かれるという発想の方がおかしい。資本主義の
最も基本的な歴史的特質が労働力商品化にある以上，商品の差異化が進
行すれば人間の差異化が進むのは当然の流れである。個々人の誰も資本
主義のなかで生活しているかぎり，そこから超越した存在でいることは
不可能である。そこで労働の差別化，人間の差別化がおそろしい勢いで
進行するわけである。高成長期の総中流化のフラットさに関して郷愁を
呼び起こすような所得格差の拡がる階層分化社会が必然化する。１９８０年
代にはマルビといった「貧乏」を揶揄する言葉が出てきて余裕のある自
己顕示のシンボルとなっていたが，いまや真の意味において貧富の格差
が浮上することになった。総中流化から階層分化社会へと反転のロジッ
クが内部的に展開することはなかなか議論されない論点である。いずれ
にしても，差異化が進展する１９８０年代中葉がひとつの転換点であったこ
とは疑いない１４）。
１３）前掲拙著，１２８頁。
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高成長期が高学歴の大衆化とともに個々人にとって社会的上昇に関し
て開かれた流動的な社会であるとすれば，その後の多品種少量生産体制
の局面はかなり閉じられた硬直的な格差社会が支配的になるといってよ
い１５）。モノやサービスの消費では溢れ返る商品を選択的消費する生活を
送る過剰富裕化にありながら，根底においてはその過剰富裕化の根拠を
失わせるような社会的不平等が拡がりをみせる。近頃では日本でもワー
キングプアといわれる相対的貧困層が生まれているといわれるが，その
基本メカニズムは差異化に伴う社会の「固定化」にある。社会の流動性
は大きく後退することになった。需要の制約を打開するものとして登場
してきた多品種少量生産体制はその足下で需要の根源的制約に直面しか
ねない状況に置かれる。成長動因としての個人消費が大きく経済動向を
左右する一方で，個人消費を支えるべき社会のフラットさが失われると
いう矛盾が否応なく生じてこざるをえなくなったわけである。これは大
衆富裕化の大いなる反転として特徴づけられてしかるべき現象にほかな
らない。一段と利便性や快適性を高めた高機能製品を手にしうる過剰富
裕化の反面で貧富の格差が広がるという一見相反する事態が生じること
になる。これはもはや逆説的な矛盾と表現してかまわないであろう。
それは大衆富裕化のなしくずし的な「瓦解」における貧困問題の浮上
につながる。その事実はまた需要不足の慢性化をも予想させる。潜在的
な成長率が低下したことによる低成長の持続とは性質を異にする経済停
滞の訪れがそれである。技術水準は先端的でありながら，経済的にはそ
のメリットを活用し切れない閉塞感が経済全体を覆うことになる。これ
１４）平等化の逆転が生じるのが１９８０年代中葉である。この点では新自由主義のテ
クノロジーが浸透するのと踵を接していると考えられる。平等化の逆転につ
いては，岩永雅也「平成という時代」坂井素思・岩永雅也，前掲書，２１頁。
１５）「階層の固定化」と「移動性の減退」が生じるのがやはり１９８０年代中葉である
ことは留意されてよい。岩永雅也「階層間格差の拡大」坂井素思・岩永雅也，
前掲書，１０６頁。
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は多品種少量生産体制がもたらした一種の罠であり，現代資本主義の根
本的アポリアに違いない。それは紛れもなく強靭な生命力とはいいなが
らも資本主義の延命がもたらした深刻な代償といって差し支えなかろう。
こうした状況においては非正規雇用がますますその余地を拡大させるこ
とになると思われるから，需要不足と閉塞感の深まりの悪循環が簡単に
は絶たれない。このことは近年における日本経済の動向ひとつ取ってみ
ても明らかである。アメリカ，EU経済の動向をみてもそれぞれに特有
の閉塞感を引き起こす事情を有しているにもかかわらず状況に大した差
はない１６）。ごく最近では日米EUいずれもブラジルを筆頭としてBRICs
と総称される台頭著しい新興諸国や東アジアのNIES群といった経済成
長の高い国々や地域に一段と強い貿易・資本攻勢をかけなければならな
いことになっているのはそのためである。
多品種少量生産体制を採り入れずにはいられないそれらの国々や地域
は特有の貧富の格差問題と相俟って格差社会を形成することになるから，
明るい展望が開けているかといえばそうとはいえない。「世界の工場」
といわれている中国経済の台頭は顕著であるが，富裕化しているのは沿
海州の２―３億人にすぎず，残り１０億人はいまだ貧しい状況にある。資
本主義の現代型を踏襲しているかぎり，たとえ成長率が異例に高くとも
貧富の格差は解消できない。むしろ貧富の差は拡がるばかりである。こ
とほどさように少品種大量生産体制から多品種少量生産体制にシフトし
たことには問題がありすぎる。だがこれも時代の抗えない趨勢にほかな
らない。このように考えれば，問題の根は労働力を商品化している資本
主義の歴史的特質に行き着くはずだ。だからといって，資本主義を歴史
１６）これはEU経済においては２００７年夏のヨーロッパ金融恐慌に続くギリシア，ポ
ルトガル，スペイン，アイルランド，イタリアで表面化しているソブリン債
務問題であり，アメリカではリーマン・ショックによるサブプライムローン
危機の後遺症である。両者ともに実物経済を悪化させている点では共通して
おり，経済の閉塞感は容易に収まらない状況にある。
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的に解体する選択肢は今日展望されえない。とすれば，個々人にとって
の課題は差異化をめぐる一連の問題に関して経済政策的な解決を国家に
要求する異議申し立てを大々的に展開するほかあるまい。指導的政治家
のなかには先見の明のある人物がいてそういう人物ならばおそらく資本
主義が今日直面しているアポリアに気づいているに違いない。そうした
ことを半ば期待して批判的自由の公共空間をかぎりなく押し広げながら
民主主義の洗練を図っていくことが現実的な方途であろう。そうでない
場合でも政治の舞台で上述したアポリアの認識に関する合意を築き上げ
る作業は極めて重要である。誰もが否定できない問題の所在を訴える条
件を整えることはそれに向けた第一歩となるに違いない。
そこで要請されているのは草の根的な民主主義運動であるが，誤解を
おそれずにいえば必ずしもアメリカで展開されているような保守的なま
での草の根運動ではない。アメリカにおける草の根運動には批判的自由
を狭める側面が孕まれていると思われるからである。政治が共和党と民
主党の対立と妥協に常に収斂する動きになっていることはその裏返しの
表現であろう１７）。したがって，ヨリ市民社会の実質化を遂げるような自
己表現の運動が求められる。ここで自己表現とは，個々人が権威に対す
る服従，権力への屈服をするのではなく，批判，抗議，抵抗の自由のう
えにイコール・フッティングの立場から合意調達を目指す自発的な秩序
形成への動きを指すと理解する。その鍵は討論と議論にもとづいた説得
１７）これには実に微妙な問題がある。二大政党に収斂するような政治的仕組みが
強いとすれば，左翼や右翼の思想を自ら排除するかたちになっているからそ
のかぎりでは批判的自由に縛りがかけられているとしなければならない。こ
の点では批判的自由の公共空間が本来的に狭められているとみなしうる。他
方，過去の歴史的経験からすれば，このような民主主義の草の根的秩序回帰力
がドイツにおけるようなナチスの台頭を許さなかったという意味で健全な面
がある。世界恐慌の深化過程において既存政党の政治的組み替えで事が済ん
だという点では抜き難い政治的安定性がみられるといってよい。だが今日的
視点からすれば，窮屈な批判空間になっていることは否定できないであろう。
千葉大学 経済研究 第２８巻第３号（２０１３年１２月）
（４７５） １１９
にある。確かに確実にやってくる少子高齢化社会下での社会福祉の充実，
財政再建問題など経済政策の運営の舵取りをめぐる選択性の幅は極めて
狭くなっており，格差社会問題の是正に向けた行方には予断を許さない
側面があるものの，そのようななかで格差社会の根本的解決は望めない
としても政策的な好転は経済政策の処方箋次第で可能なはずである。格
差社会の是正，すなわち，所得分配の問題は個々人の積極的な討議と議
論への参加でいかようにも展開しうると判断される。閉塞感が強く漂う
社会において能動的な自己放棄に陥ることなしに自己表現する主体とし
ての確立如何が問われている。その際かつてのナチズム支持にまつわる
ドイツ国民の自己放棄にまつわる汚点が決して他人事ではないことは肝
に銘じられるべきであろう。歴史を自省的に検討する必要がある。
繰り返すが，商品を値踏みしているところ自分が実は値踏みされるこ
とになるという皮肉な反転を引き起こす差異化自体は資本主義の延命の
基本特質であるので，それをなくすような選択肢は現在のところ展望さ
れえない。経済の自律的な動きのなかで発生しているメカニズムを覆す
ことは容易ではない。また，現実に個々人がこうしたメカニズムのなか
で「快適で利便性のある」生活を送っている面があることもやはり見逃
せない。そこには容易に解きほぐせないジレンマが存在する。となれば，
次善の策を現実的に講じる時だ。社会主義の実験が大いなる失敗と判明
し，政治革命への幻想が消失した以上，是正策の漸進的な積み増しを通
じた改善が最も適切と考えられる措置のように思われる。とすれば，自
発的な団体形成を経て国家に正当な要求をすることが肝要となる。団体
形成の前提がそこで問われてくることになるが，その下地はすでに整っ
ている。情報のネットワーク化がそれである。資本主導や官製のネット
ワーク化に取って代わって下からの草の根的なネットワークを通じて広
範囲に情報を共有し，異議申し立ての共生空間を浸透拡大させることが
さしあたり課題を解く鍵となろう１８）。在来の資本主導のネットワーク解
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体戦略を模索しながら，自己表現する個々人主体のネットワークを構築
することが重要なステップになるといってよい。
２ 新たな異議申し立ての動きと脱格差社会
２．１ 新テクノロジーと異議申し立ての団体形成
新自由主義が市場原理一辺倒であるとすれば，格差社会はまさしくそ
うした事象を体現している。それはまさしく資本主義の延命の論理に立
脚した経済メカニズムの所産にほかならないからである。そこに民主主
義の実質化をテコに格差社会の是正を図る異議申し立ての運動が展開さ
れなければならない根拠がある。この運動は通常の民主主義体制にあり
がちな利益誘導の政治とは遠い地点に立つ底辺からの政治化に向けた運
動である１９）。差異化の波に呑まれた当事者にとっては自らの生活復権を
賭けた闘いである。民主主義の実質化とは，自己表現の主体としての
個々人が能動的に討議と参加の対話を介して政治体制との合意形成を目
指しながら生活再建を果たしていく構成原則の確立を指す。一言でいえ
ば，デモスの復権である。
したがって，それは単に国家に対して救済を求めるだけでなく，生活
が自立的に成り立つ仕組みを要請する動きとして展開されなければなら
ない。すなわち，所得分配だけが焦点問題となるばかりでなく，正規雇
用の拡充を図る雇用政策の実施など社会的キャリアの形成につながるよ
１８）この点，情報のネットワーク化が十分進捗していなかった局面において，内
田義彦は「人が情報の氾濫に戸惑っているという否定的な事態のなかに，す
べての人が正確な情報を基に，自由な人間として判断し行動しうる社会への
推転の必然性が表れている，とわたしは思うんです」という卓見を開陳して
いた。情報の開かれた側面が生かされれば，資本による諸個人のネットワー
ク包摂戦略を出し抜き，解体させる大いなる可能性を示唆した実に鋭い指摘
である。内田義彦『読書と社会科学』岩波書店（岩波新書），１９８５年，３２頁。
１９）底辺からの政治化に関しては，福田歓一『近代民主主義とその展望』（岩波新
書），１９７７年，１９０―１９５頁から多くの示唆を得た。
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うな生活動因の仕組みもまた基幹的な問題となる。そのためのキー・
ワードは底辺からの政治化ないし異議申し立てである。これはむろん，
規格化され，画一化された個人の実現であってはならない。総中流化に
は確かにこのような個人像が投影されているが，ひとり立ちした多様な
個性を有する自己表現の主体としての個人の実現である。そこに操作対
象としての個人はいない。多品種少量生産体制下の個人はこのような多
様な個人像を基礎に成り立っており，なおかつ資本の戦略からみた場合
には操作対象としての個人である２０）。
異議申し立て運動を展開する個人はそのようなジレンマを克服した自
己表現する個人である。そこでの個々人はしたたかに多品種少量生産体
制を生き抜きながらそれに出し抜かれないようなしなやかな質を有する
存在である。多品種少量生産体制が資本主義のあり方と分かち難く結び
合わさっているとするならば，その世界を柔軟にはね返す個人でなけれ
ばならない。底辺からの政治化に伴う団体形成は確実にこのような個人
像に行き着く。それは解放された理性を前提とするだけに人間のなかの
社会性（協同性）の再構築の可能性を新たに切り開く。そのための団体
形成には情報を互いに共有するネットワークは欠かせない。
デジタル化とネットワーク化は情報資本主義への再編に向けた両輪で
あるが，双方とも閉ざされた空間を排除している。逆にいうと，開かれ
た空間を用意するだけに資本主導や政治権力主導による上からのネット
２０）この点が注１１で指摘したことに関わる内容である。資本主義の現局面では
個々人が操作対象から免れるというのは不可能に近い。資本側の戦略として
は操作対象として意識させない装置の編成が不可欠となるのである。たとえ
ば，健康食品・飲料のテレビCMをみていると，芸能人や一般人らしき人々を
使っていかにも効能があるかのような意識生産がなされながら，わかるかわ
からないかのすれすれの具合――よほど注意しないと気がつかない――で「あ
くまで愛用者の個人的感想です。効果・効能を意味するものではありません」
という文句が画面に盛り込まれている。操作もまた，虚偽表示にあたらない
ように綱渡りでおこなわれているのである。
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ワークとは別に底辺からのネットワーク形成が可能となる。デジタル化
とネットワーク化が資本主導でありながら個々人を欲求生産システムに
包摂しなければならないという要請が逆説的に底辺からの組織化を著し
く促進することになるのである。これもまた資本主義の延命の重要な派
生的な産物にほかならない。
個々人を固有名詞つきの市場として捕捉する資本蓄積の必須の課題が
反転して底辺からの団体形成につながるという脈絡である。個々人の抵
抗の余地は際限なく拡がる。その意味で抵抗ないし抗議のダイナミズム
というべき民主主義の鍛錬がかたちづくられるといってよい。格差是正
とは人間の尊厳を真の意味において回復させようとするチャレンジであ
るから民主主義が持つ最良の特質を生かすことに結びつくはずである。
上からのネットワーク化に風穴を開けながら下からのネットワークを形
成することによりこの課題は限りなく実現に向かっていくであろう。
むろん格差解消に向けた万能薬というものは現在のところ見出しえな
いが，是正に向けた取組みは改善をもたらすものとして十分期待される。
ただし，注意しなければならないのはネットワークによる情報共有だけ
では無定形な運動にとどまっているにすぎず，格差社会是正に向けた目
標設定が必要である。最近世界的に生じている格差社会に根差した各国
国民の不満表明のデモは注目に値する動きであるが，収斂すべき具体的
な目標に欠けているのが難点である。これでは大衆運動が展開されても
拡散し，時とともに雲散霧消するだけであろう。
底辺からの政治化にはこのリスクが付きまとう。民主主義の実質化と
いう大構想を掲げながら批判的自由の公共空間を最大限駆使して団体形
成を推進し，国家に適切な経済政策措置の実施を突きつけていくことが
肝要である。それはまさしく近代民主主義の根本的特質である基本的人
権の再確認の作業となるはずである。そこにまた，抵抗のダイナミズム
の最大の根拠がある。近代民主主義はルイ１６世とマリー・アントワネッ
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トを断頭台に送ったフランス革命において絶頂に達したといえるが，そ
れ以降栄光と茶番の入り混じった多分にいかがわしい歴史を辿ってきた
ように思われる２１）。冷戦体制が崩壊した現在，薄汚れてしまった歴史に
終止符を打つ機会が訪れているといえる。ネットワーク化による底辺か
らの団体形成はその失地回復に向けた試金石となるであろう。
近代民主主義は普通選挙権により社会の底辺の人々を政治の主体に変
えるような政治世界を切り開いたが，その内実が十全に働いてきたとは
言い難かった。多品種少量生産体制は政治のおよばない経済領域であっ
た。そこにメスを入れるためには再度底辺からの政治化が必須である。
それは名目的にとどまっていた近代民主主義を実質化し，個々人を新し
い民主主義に参加させる踏み台になろう。政治がこのような新たな大衆
化の途を辿れば２２），政治のあり方は大きく変容し，国家もまたそのなか
に否応なく編入されていかざるをえない。自由な批判空間の著しい拡大
とともに経済生活にも影響をおよぼし，差異化に伴う格差社会の是正に
つながることになるであろう。
そのためには自己表現する個々人の組織化は絶対に欠かせない。ネッ
トワーク化は複雑化する社会の網の目を整理し，その網の目の見通しを
つけやすくする。プラスに評価される側面が多々ある。そのことは重要
視されねばなるまい。何よりも近代民主主義の内的充実に考えられるか
２１）ナチズムやファシズムに対抗する論理としては輝きをみせながら，冷戦体制
下では資本主義体制維持の論理になっており，民衆支配とは程遠い地点に
立っているのが端的な一例である。何よりもかつて植民地体制を維持しつつ，
本国では民主主義体制が営まれている事実は民主主義というもののいかがわ
しさの証し以外の何物でもなかろう。
２２）個々人が一律平等に選挙権を行使しうるような状況は大衆民主主義といって
よいが，選挙に参加するかぎりにとどまっているとすれば，政治代行主義を
横行させる点で大衆民主主義には虚妄性が孕まれている。新たな大衆化とは
その虚妄性を根幹から打ち破るような事態を指す。民主主義の実質化と置き
換えてもよい。
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ぎり最大限の効果を発揮する。大衆操作をうまくかわして政治指導に受
け入れられ，吸い上げられるような秩序を内包する異議申し立てをネッ
トワークの組織化を通じて実現していく。このようにして，戦後花開い
たといわれる大衆民主主義に生命を与える。個々人が無力感から解放さ
れる時でもある。ネットワーク化にはそれだけの手応えがあるとみなし
てよい。ネットワーク化は自らのコントロールを超える巨大な壁のよう
に感覚化されているところから身近で見通しやすい装置へと移り変わる。
自らの境涯への無関心から憤り，そして大きな構想要求となって結実し
てくる。社会生活の行き詰まりが打開される糸口が見出されよう。
ここに自己放棄の余地はなく，健全な民主主義への回帰が導かれる。
自己放棄のリスクは絶えず付きまとうが，明確な一線を引いて下からの
変革を目指す団体形成がなされなければならない。それが功を奏する蓋
然性は高いと思われる。ここに異議申し立てを個々人の自覚的な営為に
しようとするネットワークの結び合わせが新たな時代を画する底辺から
の運動として登場するわけである。皮肉にも新自由主義のテクノロジー
がこうして抗議と批判の公共空間を拡げるものとなるのである。そこに
近代民主主義が装いを新たにする根拠がある。
ナチズムやファシズムとの対抗および冷戦体制の経験は近代民主主義
の地位向上に必ずしもつながらなかった２３）。ただ資本主義そのものの体
制原理として普遍的な権威を持つようになったにすぎない。個々人は政
治から確実に疎外されていった。民主主義空間の収縮という困難を克服
して本来の原理と機構を取り戻すことが長らく課題となっていたのであ
る。今その経験は完全に過去のものとなった。ネットワークによる底辺
の政治化によりようやく困難打開の端緒が築かれる。体制の原理から能
２３）近代民主主義が民衆支配の論理の貫徹であるとすれば，それにつながってこ
なかったという意味で地位向上がなかったと指摘されているわけである。
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動的な自己表現する個々人主体の原理へと原点回帰する目途が立つに
至ったのである。ネットワーク型民主主義では個々人の政治的覚醒に警
戒的になろうとしても限界があるからである。政治指導との間に緊張関
係が形成されるが，これはある意味で政治の健全化につながる。緊張な
くしては民主主義の洗練は進まないと考えられる。
ネットワーク化は新自由主義の流れに即して個々人を一段とアトム化
するように作用する２４）反面，こうした資本側の戦略を出し抜いて個々人
の社会性を向上させ，有機的な連帯関係を形成するような触媒となりう
る。要は個々人の使い方次第で変化するということになる。ここにネッ
トワークを主体的に活用するかどうかが問われてくる根拠が生じるわけ
である。資本側による個々人の包摂戦略と厳しくせめぎ合う局面が出て
くるが，戦略如何で底辺側へとメリットを引き出せる余地は十分にある。
異議申し立て運動は間違いなくそのメリットを代表するものである。民
主主義が本来孕んでいた協同性はそこで開花するものとなろう。
このような意味においてネットワークは民主主義の機構と影響範囲を
底辺から組み替えていく叡智の共生空間になるといって過言ではあるま
い。様々な非営利団体であるNPOやNGOの台頭はそうした動きの現れ
にほかならない。残される課題は持続可能性である。ネットワークで展開
される運動が急進的である必要はない。要求の地道な積み重ねが求めら
れよう。そこで初めて近代民主主義の再評価がなされうると考えられる。
２．２ 脱格差社会の処方箋
格差社会が進行する問題状況においてはワーキングプアといわれる低
２４）新自由主義は介入や福祉の充実を忌み嫌い，個人主義を強化する。小さな政
府を求めて公的介入を押しとどめる意味でそうなる。ネットワークは開かれ
ている反面で，他面では自らのなかに閉じ込める個々人の孤立的存在空間を
用意するように作用し，アトム化を加速することも否定し難い。
新自由主義時代のテクノロジーと格差社会
１２６ （４８２）
所得者層，フリーターやパート労働者が増大している。それに付随して
ヤング・パラサイトといった現象も広範に生まれている。これらの現象
は「多様な生き方」をもたらしているわけではなく，形成されるべき職
業スキルや社会的キャリアの喪失を意味する「失われた世代」の登場の
裏返しの表現といってよい。１９７０年代末からEU経済において日常化し
た事態がどの国にも訪れようとしているのである。若年層の失業率の増
加のみならず，非労働力化という問題も深刻である。勤労意欲の低下が
社会的モラルの低下へとつながり，２０００年代前半からこうした問題状況
に対して各国政府は様々な支援策に本腰を入れて乗り出してきたが，い
ずれも改善をみたとは言い難い。むしろ，これらの社会的損失に対して
国家は基本的に非力であったというのが真相に近い。
それは一言でいえば，若年層に対する雇用促進策へと内容を整備させ
ることにほかならないが，問題の核心は中高年の失業問題と合わせ雇用
不安の大幅緩和・軽減にある。雇用不安の源泉はリストラや非正規雇用
の増大にある。非労働力化した若年層を含めて正規雇用の余地を拡大さ
せる雇用促進策を推し進めることが肝要である。この点で国家が成す術
もなかったということは言い換えれば，国家に対して正当な要求を厳し
くおこなうべく個々人が団体形成を十分に展開してこなかったからであ
る。日本においても政府は一応うたい文句としては満遍なく網羅されて
いるかにみえる人材育成措置を打ち出してきてはいるが，みるべき成果
が伴ってこなかった。
かつて完全雇用政策が先進資本主義国の第一の政策目標であった時代
には市民社会の政治的安定が喫緊の課題であったので，国家は否応なく
この課題に最優先に取り組まざるをえなかった。そこにはむろん社会主
義体制との対峙という切実な要請があった。鋭い緊張が国家を貫いてい
たのである。現在は失業を前提にした経済政策を採りうる余裕の下で経
済運営がなされており，一種の緩みが生まれている２５）。これでは国家が
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政策課題に掲げたとしても取り組む姿勢に緊張度が欠けてくるのも不思
議ではない。国家に引き締まったスタンスを採らせるために新たな緊張
関係を生み出す必要がある。それが２．１で述べたネットワークによる底
辺からの政治化にあることはいうまでもない。これ以上「失われた世代」
を放置してはならないし，創り出してもいけない。就業形態を安定した
状態に回帰させるべき時である。
そのための有効な打開策は非正規雇用の増加に歯止めをかけ，正規雇
用の伸び率を高めることである。それには政府の企業への奨励金交付が
考えられるが，何よりもその前提としては経済の安定した成長が展望さ
れなければならない。雇用拡大が見込めるには２―３％ぐらいのGDP成
長率が望ましい２６）。これくらいは適切な成長率であろう。これが実現す
るためには市場のニーズに正確なアンテナを張り巡らして真正需要を創
出することでなければならない。ここで真正需要というのは国民の社会
的厚生からみて適切な需要という意味であり，経済的困難や制約から乗
り越えられるべき壁として認知されていることで生まれる需要である。
資本主義の現在において真正需要の発動可能性の高さを考えてみると，
その領域が環境，健康，住宅，教育，対人サービスといった５つになる
のは大方の一致するところであろう。クリーンエネルギーの開発と実用
化，リサイクルテクノロジーの促進，健康に対する不安解消のための新
たな医療・介護需要の捕捉，住み心地の良い快適な空間としての住宅と
バリアフリー化，マルチメディアコンテンツを内包した教育の充実，基
２５）資本主義の強烈な重石になっていた社会主義体制の非力ぶりが露呈されるに
つれて資本主義の政治的指導層は雇用問題が社会的問題に転化するおそれの
ないことを認識するに至った。また，完全雇用を維持するのが資本主義に
とってひとつの危機的要因になる事実からも失業を前提とした経済運営が促
された。後者の点を指摘したのは高須賀義博である。高須賀義博『マルクス
経済学の解体と展望』御茶の水書房，１９８５年，１７６頁。
２６）この点，吉川洋『構造改革と日本経済』岩波書店，２００３年，１２６―１３０頁を参照
のこと。
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礎学力低下の逆風のなかでの教育水準の全体的な底上げ，人との絆づく
り（新たな共生）などは今日飛躍的に伸びると期待されるべき分野であ
ろう。
環境制約や健康増進などは現代資本主義がテクノロジーを結集して乗
り越えていかねばならない課題群である。したがって，モノ，サービス
需要には積極的に応えていく性質がある。それは経済にとって真の意味
において必須の要請にほかならない。個々人の生活に直接関わってくる
住宅や教育の領域においても事情は変わらない。そこに正当に着目すべ
きだ。それゆえ，こうした領域から生まれる需要に新たなテクノロジー
が応えることにより新しい成長展望性がみえてくる。これはかつてのバ
ブル期にバブルに浮かれて絶えざるワンランクアップ化の贅沢な消費顕
示を煽ることで創出された需要とは別物である。それらは市場への正確
なアンテナなしの空虚で一時的な需要であった。そうした架空需要は消
えるべくして消えたのである。その結果，１９９０年代の日本経済が需要不
足に喘ぐことになったことはまだ記憶に新しい。今日求められているの
は持続力のある着実な需要である。こうした需要を見出しえるとすれば，
それは健全で望ましい需要ということになる。こうした潜在的な需要に
注目してその発生を促す基本インフラを整備することは需要創出上的確
な施策であろう。たとえば健康寿命が延びるために効果を発揮する施策
など大いに待望されるとしなければならない。
いずれにしろ，安定した公共空間に生まれる需要が連鎖的に拡大する
のであれば，それに見合うテクノロジーの発展も促される。イノベー
ションと需要の好循環が見込まれる。そこでは真正需要に対応する成長
性の高いサービス業が生じてくる可能性もある。つまり，真正需要とは
移ろいやすく消えてしまうような一時的な需要ではなく，持続性のある
地に足が着いた需要なのである。個々人のつながりないし絆もまたそこ
で強められることになる。個々人の社会性に担保を与える意味において
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この点は重要視されねばならないであろう。
現在はもはや成長至上主義の時代ではないから一方的に経済成長を唱
えることには問題がある。しかし，市場のニーズに正確なアンテナを
張って捉え切った需要ならば，一定程度の経済成長を牽引するはずであ
る。それが２―３％のGDP成長率に収斂するなら適正で持続可能なもの
となる。そのことと国家が追求する正規雇用促進策がうまく結び合って
くるのであれば，雇用不安を払拭する心理的な節目が見出されよう。ま
た，非労働力の労働市場への参入も促されることにつながろう。需要創
出と雇用拡大の好循環といった内容が生まれ，雇用拡大と社会的キャリ
アの履歴形成が導かれることになると思われる。ワーキングプアといわ
れる低所得者層にはこれによりその状況から抜け出す機会が開けてくる
し，その埒外にどうしても置かれる個々人には過渡的措置としての所得
支援があってもよい。どこの国でも半世紀にわたり農民が「保護の政策
化」の対象となり，手厚い価格政策を背景に所得補償がなされてきた２７）
経緯からみても所得支援が適切になされるのは経済の公平さに対応する
ものであろう。
社会的弱者には相応の対策が要請される。そのことは何も底辺からの
団体形成を俟つまでもない。これが真正需要の源泉となるなら大きな成
長動因となるはずである。そのことがひいては社会的平等に資するもの
２７）先進資本主義国では「国家支援パラダイム」（state-assisted paradigm）の下
で高価格政策を通じて所得補償が手厚くおこなわれてきた。EUは３度にわた
る歴史的農政改革によりこうしたスタンスから脱却している。拙著『EU穀物
価格政策の経済分析』農林統計協会，２００６年，『ボンド・スキーム構想とCAP
改革の健康診断（Health Check）』（千葉大学経済研究叢書７），２０１０年を参照。
もっとも，ごく最近になって欧州委員会は健康診断をCAP改革と認識してい
るようであるから，その点ではEUは４度にわたる歴史的農政改革を経ている
と考えてよい。筆者の捉え方が一貫して改革にあったことは前掲拙著（千葉
大学経済研究叢書７）において説かれている。日本はEUのこうした流れに大
きく遅れをとっている。アメリカは市場原理主義に向かったかと思うと保護
主義に転じたりして大きなぶれをみせている。
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となる。このような好循環形成に国家がいかに真剣に取り組むかどうか
で全体の帰趨が決定される。そこでは数年間で見直しが繰り返されるよ
うな制度ではなく，持続性のある制度づくりが求められよう。底辺から
の団体形成もまた政策目標をこうした制度づくりに絞り込むものでなく
てはなるまい。格差是正には以上の制度づくりをも一環とする安定した
経済成長が何よりも期待される。こうした安定した経済成長において格
差是正に向けて所得向上と着実な需要創出の望ましい連鎖が形成され，
所得格差が縮小する方向を辿ろう。ゼロ成長ではこうした事態は生まれ
ないであろう。
正規雇用に向けた政策支援が結び合わさるのも安定した経済成長を前
提にしてのことである。雇用不安を払拭することもそれにより初めて可
能になる。先進資本主義国において深刻化しているのは教育格差とキャ
リア形成の喪失である。所得支援による一種の生活保護的措置よりも正
規雇用によって生活を安定させることの方がずっとましであるのは明ら
かである。求められるのは生活が成り立つ動因だからである。安定した
経済成長，雇用問題の好転，所得分配の実質的達成の三角形はともに実
現不可能なという意味での魔法の三角形ではなく，相互の連関関係のう
えに鼎立しうる三角形である。ネットワークによる底辺からの政治化は
この点でこの三角形に立脚した基本構図のうえに政策目標を明確化すべ
きであろう。それにより四角形が構成されることになるが，これもまた
決して魔法の四角形となってはならないし，そうではない。それは格差
社会の進行に伴い長らく待望されていた格差是正に向けた理性空間の四
角形ともいうべきものである。
新自由主義の下では民主主義空間の収縮という理性の錯乱が常態化し
ていた２８）。擬制としての民主主義が跋扈していたといってよい。理性空
間の四角形というものを断面図でみれば，自己表現する個々人を主役に
し，脇役として様々な非営利団体，国家を両輪としながら緊張と融和に
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よる合意形成を図りつつ，真の意味での施策策定・実施に至る内容であ
る。個々人は現在，総中流化から階層分化の格差社会への反転という前
人未踏の事態に生きているのであり，そこには明確な処方箋ないし指針
というものはないのである。それゆえ，底辺からの政治化を根本的な土
台として自らの見取り図を設計して処方箋を案出していかなければなら
ない。現在はそうした状況にあるが，それでも理性空間の四角形を活用
して格差是正に努めていくべきであろう。まずは対話と討議の場を確保
する公共空間を形成すべきだ。そこからすべてが始まろう。
おわりに
行論のなかで指摘したように，多品種少量生産体制は需要創出を巧み
に引き出す生産システムであり，各種工作機械を駆使するモノの多機能
化を介して資本主義の蓄積困難をすり抜ける一大テコであった。そこに
脇からサービス産業の多層的編成が加わって資本蓄積を側面支援する内
容が整った。モノ，サービスの差異化はこのなかで無際限に進行する。
高付加価値化を不断に実現するモノ，サービスを軸に成長戦略が模索さ
れる新たな段階に入った。そこでは供給サイドの需要創出に向けた努力
が最大限評価の対象となり，それまで一世を風靡したケインズ的な需要
管理政策は経済政策の主流から後退する。新自由主義の経済思潮が支配
的となり，差異化の極限形態とでもいうべき労働力商品の差異化が人間
の差別化となって具現化する。それにより画一化，規格化，同調化を象
徴していた総中流社会がなし崩し的に溶解し，階層分化社会が到来する。
これは資本主義の延命の道筋に骨肉化した帰結であった。
そして，そうした階層分化社会が深まりをみせるなかで相対的貧困層
２８）新自由主義において自己表現と乖離する個人主義がかえって強化され，討論と
対話および抵抗の公共空間が狭まってきた事実を指して民主主義空間の収縮
と表現したのである。
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が確実に堆積するに至った。相対的貧困の問題はいまや無視しえない問
題となっている。OECD統計でみても日本の相対的貧困率は高い。これ
は多品種少量生産体制が日本で最も先進的に展開した事実と符合してい
る。また，多品種少量生産体制の成功が経済実態との乖離を不可避にす
る架空需要を生み出し，その需要に引きずられるかたちで市場のニーズ
を度外視した「数打ちゃあたる」式の製品供給を，贅沢嗜好を強めるか
たちでおこなった結果，バブル崩壊後の異例に長期の需要不足に見舞わ
れた日本経済の現実にも合致している。その現れは失業者の増大であり，
雇用不安の蔓延であった。雇用不安と需要不足の悪循環が経済を覆う事
態となった。
むろん，こうした雇用不安と需要不足の悪循環は日本に限られない。
EU経済では多品種少量生産体制がもともと伝統的であり，画一化や規
格化の進展は緩慢にしか進まなかったものの，１９７０年代末から大量失業
問題が社会的病弊となり，社会的キャリアの喪失がおそろしい勢いで深
まった。画一化や規格化が相対的に弱かったとはいうものの，マイクロ
エレクトロニクス技術革新を援用した結果としての差異化はテンポを速
めて進展するので，労働の差別化や人間の差別化が進まないはずはない。
ここでは伝統的な差異化の存在のうえに新たな差異化の進展が重なって
独特の階層分化社会が形成されている。生活の落下感や喪失感はEUで
は異常に強い。それが極めて陰鬱なユーロペシミズムとかつて形容され
ていたことは周知の事柄であろう。この問題状況はなおさら閉塞感を増
して持続しているのである。
アメリカンドリームを約束していたアメリカ経済とて例外ではない。
相対的に均質ともいえる経済が自らの生産力的優位の喪失とともに失わ
れるにしたがって社会の階層性が表に現れると同時に１９９０年代の「生産
性の奇跡」のなかで多品種少量生産体制の海外的展開の成功とともに貧
富の差が一挙に拡大する。低所得者層にアメリカンドリームを提供しよ
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うとする金融利害の錬金術が逆に低所得者層を追い詰めていった経緯は
ごく最近のことである。冒頭で取り上げた社会的不平等への抗議運動が
ウォール街を中心としている事実は決して偶然ではない２９）。人種のるつ
ぼといわれるアメリカ社会であればこその階層分化が際立っているので
ある。
むろん，現在はグローバル化と情報化の時代である。上述の日米EU
で進行する差異化の波は情報通信技術の秒進分歩のなかでグローバルに
押し寄せていく。日米EU以外の国々においても消費されるモノ，サー
ビスは差異化された内容を有する。多品種少量生産型の生産システムは
先進国企業の多国籍的展開とも重なり全世界に浸透せずにはおかない。
資本主義的生産が新たに導入される場合，かつてのような少品種大量生
産体制であるはずもない。現在の時点での資本主義の蓄積システムが時
代性を帯びて採用されるのである。これは過去の資本蓄積システムが歴
史的限界を画されていると同時に時代に適合的な性質でなければならな
いから当然のことである。それゆえ，グローバル化と情報化によりこれ
まで考えもしなかった速さと拡がりで差異化が進むことになる。それに
伴い人間の差異化も不可避的に深まる。
貧富の格差がもともとあった国々ではそれと重なり合うかたちで階層
分化が一段とテンポ・アップし，貧富の格差社会がより強固に形成され
ていく。労働力という商品が差異化の埒外に置かれないのと同様に，先
進資本主義国でないからといって差異化を免れるわけにはいかないので
ある。こうした各国の個別性に特徴づけられながらも，格差社会は確実
２９）金融利害の錬金術への反発が景気低迷と相俟ってこうした動きをもたらして
いるが，この抗議運動が錬金術を制御する展望には一概には立てない。何故
ならバブルの発生は絶えず別の錬金術を伴ってくるからであり，現行錬金術
が崩壊した今また新たな錬金術が規制をかいくぐって生まれ，新たなバブル
が生じる可能性が高いからである。このことを自覚しないと足をすくわれる
おそれが大きいといわねばならない。
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に浸透度を深めていく。それは特異性のなかに共通性が貫くといっても
よい。となれば，底辺からの政治化とはある意味において普遍性をもつ
に至っていると考えられる。その政治化の動きもまた，グローバル化と
情報化のなかで世界的スケールを帯びて現れずにはいない。
格差社会が各国特有の個別的性格を有するから情報化のなかで直線的
に一元化するとはいえないが，情報を共有する公共空間は確実に整う。
それにつけても共有する公共空間の形成のスピードはかつての時代とは
比べようもないほど速くなる。情報共有の余地が瞬時におこなわれると
すれば，批判的自由，抗議，抵抗の公共空間もその拡がり具合に比例し
て深化を辿る。したがって，新自由主義の下でみられていた民主主義の
収縮という事態もあっという間に是正される運びとならざるをえない。
この点で古代ポリスの時代におけるデモス，すなわち，民衆支配の実質
化が進捗し，新自由主義が形骸化する可能性は著しく高くなろう。この
ようにして逆説的であるが，グローバル化と情報化が資本主義の延命の
道筋を世界的規模で押し広げる一方で，他方ではそれに起因する格差社
会からの脱却を図る団体形成への途をも迅速に用意することになるわけ
である。
むろん，ここに自己表現する主体としての個々人の存在が問われるこ
とになるのは明らかである。先に述べた民主主義の実質化が浸透すれば，
そうした主体は必ず登場するはずだ。この実質化を媒介するグローバル
化と情報化，そのうえに成り立つネットワークが決して閉ざされた空間
となりえない以上，こうした事態が訪れることは不可避だといわねばな
らない。開かれた空間でなければ，多品種少量生産体制やその洗練され
たかたちである変種変量生産体制はそもそも成り立ちようがないからで
ある。個々人を固有名詞つきの市場そのものとして包摂するのがこの体
制の必然的な帰結にほかならないからでもある。そのことがかえって情
報の共有を核とする底辺からの政治化を分泌することになる。そこでは
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自己表現する主体としての個々人は決して孤立していない。新自由主義
が推し進めた個々人のさらなるアトム化は共生という対極的な方向へと
反転するに至るのである。
脱格差社会への途はこうして新自由主義の成り立つ基盤を根底から覆
し，その形骸化を招来することになる。そして，情報の共有をテコにし
て出来あがる連帯関係（社会的協同性）は討論と参加のメカニズムを介
して拡大深化を遂げ，直接，間接に当該国家への格差是正に向けた課題
実現要求を側面から支援するものとなるであろう。擬制としての民主主
義ないし体制の原理としての民主主義はここでは顕著に後退し，経済思
想の支配的な潮流にある新自由主義の地位低下が導かれることになるで
あろう。２．２で言及した理性空間の四角形は何も先進資本主義国の専売
特許ではない。たとえば，環境，健康，住宅，教育の４つの領域におけ
る生活困難の乗り越えは先進資本主義国に限られたものではない。先進
資本主義国以外の国々によるそれら困難への協力や呼応の動きは欠かせ
ない。そのことは環境制約ひとつとってみても明白だ。底辺からの団体
形成の動きもこの制約打開に収斂するものでなくてはならない。
その意味において国家に対し協力して異議申し立てする下地が出来て
いる。そのことを自覚して底辺からの抵抗のダイナミズムを展開してい
くことが強く求められていると思われる。階層分化の格差社会の是正に
向けて明確な処方箋や指針がないことを踏まえると，自己表現する主体
としての個々人の社会性にもとづいて地道に見取り図を描いていかねば
ならないのかもしれない。底辺からの運動が急進的である必要はない。
それでは運動がしりすぼみに終わってしまう可能性が高い。着実な共生
空間の形成の積み重ねのうえに異議申し立ての運動が持続性をもって定
着する方向を辿るべきである。そのことを最後に再確認しておきたい。
（２０１３年８月１日受理）
新自由主義時代のテクノロジーと格差社会
１３６ （４９２）
Summary
The Technology in the Phase of Neo-Liberalism and the Dis-
parity Society
Hiroyuki FURUUCHI
This paper aims to explore the relation between the change of capi-
talism after the first oil crisis and the appearance of the disparity soci-
ety. Capitalism was forced to change due to the oil price hike. With
the rise of supply side economics under the stagflation, neo-liberalism
came to become dominant as economic policy thought until the middle
of １９８０s. There was a shift of production system from mass produc-
tion to small lot production of many products. This change of capital-
ism was brought forth by microelectronics technology innovation. The
salable product making system was established for the consumption
demand creation. The product differentiation became a prevalent fea-
ture. It in turn led to the differentiation of labor and human. Social
uniformity and middle society were consequently lost. The diversifica-
tion and disparity society came to appear. In the recent period of the
great failure of socialistic experiment, the dissent asserting movement
against the state and government will become effective in order to re-
vise the disparity of wealth. It will contribute to the substantiality of
democracy in spite of the contraction of democratic space in the neo-
liberalism. In this sense, the bottom-up network system will make the
organization formation and the enlargement of the public space of the
critical freedom possible.
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